
本稿の課題は､ 最近､ 多くの地方自治体で導

入されている行政経営革新の手法に注目し､ そ

の根幹を形成する���理論に基づいた行政経

営組織のあり方を検討することにある｡ その際､

マトリックス予算やバランス・スコアカードを

活用した経営革新が､ 行政経営組織のあり方を

検討する上で､ とりわけ有用であることを確認

する｡ なお､ 下記の論考では､ 行革先進自治体

である三重県の事例を用いて､ この問題を論考

する｡

平成８年度に三重県で導入された事務事業評

価システムは､ 全国の地方自治体が取り組む行

政システム改革に大きな影響を及ぼしている｡

三重県の事務事業評価を改革の参考にした自治

体は､ 都道府県のみならず､ 政令指定都市や中

核市､ 規模の小さな市町村にも及んでいる｡ シ

ステム改革の手法には､ さまざまな方法がある｡

しかし､ 昨今の自治体改革は､ 行政評価をその

機軸にすえているという点に､ 大きな特徴があ

る｡

市職員の意識改革を ｢���運動｣ と位置付

け注目を浴びた福岡市では､ 平成��年度の行政

評価システムの試行導入に際して､ 三重県の事

例がいろいろな部分で参考にされている
１)
｡ 中

核市に目を向けると､ 愛知県豊橋市でも平成��

年に､ 三重県の事務事業評価を起点に構築され

た行政評価システムが稼動している｡ 同市の早

川市長は平成��年７月に､ ��年度の試行で作成

された事務事業評価票に関するヒアリングを実

施し､ 平成�	年度以降の予算編成に具体的な方

針を示唆した
２)
｡ さらには､ 全国有数の規模を

誇る巨大自治体である名古屋市でも､ 三重県方

式の事務事業評価票をもとに市独自の評価シー

トを平成��年度から作成し､ 平成�
年度にはす

べての事務事業の内部評価と､ その一部を除い

た全事務事業の外部評価が行われている
３)
｡

同市の特徴は､ 事務事業評価票の記入者を､

その事業の担当者や係長級の職員ではなく､

｢課長｣ とした点にある
４)
｡ 名古屋市ではさら

に､ 局部長級職員 (局長・理事・部長・参事)

が自局の評価票を精査し､ 局部としての第一次

評価に深く関与することが求められている｡ 同

市では､ 平成�
年度より､ 新年度の予算編成に

(政策) 枠への配分を目指した取り組みを開始

している｡ このため名古屋市では､ 局部長級職

員から行政評価を主管する行政経営室への問い

合わせが非常に多い｡ 名古屋市の局部長級職員

は､ 事務事業評価票の内容について熟知するこ

とで､ 幹部職員としてのマネジメント責任を果

たしていると言えるのである｡

事務事業のパフォーマンス (筆者はこれを

｢アウトカム／コストもしくは財源｣ で定義す
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る｡ 従来､ 三重県が成果指標と指摘しているの

はアウトカム指標であるが､ 筆者はこれを成果

指標と称することに大きな問題を感じる｡ コス

トや投入された財源内訳を考慮しない成果など

ありえない｡ 特に､ 事務事業評価で事業の見直

しを行おうとする自治体において､ コストや財

源を軽視した評価システムを構築しても､ 果た

して有用なシステムとして機能するのであろう

か) を評価するシステムの構築で､ 全国の自治

体が参考にした三重県の評価システムにおいて

は､ ｢�(����計画) －� (��実行) －	(
��

評価)｣ というマネジメント・サイクルの発想

が根底にある｡ ��	のマネジメント・サイク

ルで大切なことは､ 	(評価) で一つのサイク

ルが完了するのではなく､ 評価結果は翌年度の

Ｐ (計画) にきちんと反映してゆかねばならな

いという点､ すなわち､ ��	はサイクル化さ

れなければならないという点である｡ 評価結果

に基づいた改善・改革案を､ 将来の計画や実行

に実現することで､ ｢��	｣ は､ 循環システム

として機能することになる｡ もとより､ 事務事

業の��	が有効に機能するためには､ 事務事

業遂行の実務責任者としてのマネジャーの意思

決定能力 (特に�の局面)､ コミュニケーショ

ン能力 (特に�の局面)､ 問題解決能力 (特に

	の局面) の向上が､ とりわけ重要な要素にな

る｡

ところが､ ｢��	｣ のマネジメント・サイク

ルの導入は､ 通常の自治体では容易なことでは

ない｡ 行政にはもともと予算 (計画) を重視し

決算 (評価) を軽視する傾向があるからである｡

また､ 事務事業を展開する目的が､ 顧客である

住民の満足度を高めることであるという発想も､

従来は乏しかったと言わざるを得ない点も､ 大

きく影響している｡ 手続・前例・形式にしたがっ

て毎年同じ内容の事務事業を繰り返すことに､

自治体ではなかなか問題意識が芽生えなかった

のである｡

しかしながら､ 昨今の財政難あるいは住民ニー

ズの多様化を背景に､ 事務事業の実施内容を評

価し､ その結果を翌年度以降の計画に反映させ

なければ､ 役所は財政的にも住民ニーズの対応

にも､ もたないということに､ かなり多くの自

治体が気づき始めている｡ これらの自治体では､

事務事業を実施する目的・成果・コスト等を把

握・整理して､ 事務事業のパフォーマンスを正

しく評価することが課題となっている｡

事務事業のパフォーマンスを正しく評価し､

その改善・改革案を模索していくと､ 事務事業

の廃止や規模の縮小､ 外部委託､ 補助金方式や

��方式への転換､ 職員数や予算額の見直しな

ど､ いくつもの方策が提示される｡ もちろん､

改善・改革案のなかには行政経営組織の改正も

含まれる｡ ところが､ 事務事業評価や施策評価

を政策推進の視点で本質的にとらえ､ 行政経営

組織を政策体系に基づいて改革しようとする自

治体は､ これまでほとんど存在しなかった｡

政策体系を意識して､ 事務事業の実施や施策

の推進を行政経営組織の視点から分析すると､

ほとんどの自治体で現在採用されている ｢機能

部制｣ の ｢縦割り｣ 組織には､ 改革の要素が多

く存在する｡ ｢国－都道府県－市町村の３階層

を意識する｣ 縦割り組織では､ それぞれの自治

体で策定された政策体系を踏まえた組織編制を

組むことは､ 不可能である｡ もちろんこの縦割

り組織にも､ 組織運営面の効率性など､ いくつ

かの長所を見出すことは可能である｡ また､ 上

意下達を前提に展開される組織運営では､ 機能

部制の縦割り組織
５)
は､ もっとも有効な組織

形態として､ これまでは機能してきたのかもし

れない｡ しかし､ これからの自治体が目指す行

政の基本的な発想が､ 顧客である住民の満足度

向上にあるとすれば､ これでは不十分なのであ

る｡ 住民満足度の向上を目的に､ 住民のニーズ

を的確に把握して限りある財源を有効に活用し

てゆくためには､ 政策や施策を単位とする組織
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形態への本質的な変革が強く求められることに

なる｡

このことは､ 全国の自治体で作成されている

総合計画に､ 行政と住民の共通のコミュニケー

ション言語として政策や施策の体系が利用され

ていることからも明らかである｡ これからの地

方自治体行政には､ 住民との有効なコラボレー

ションを推進するためにも､ 政策体系に立脚し

た組織形態への転換が求められているのである｡

さてここで､ 機能部制の縦割り組織の重大な

弊害を列挙することとしよう｡ それらはたとえ

ば､ 次のようになる｡

� 機能部制組織から事業部制組織へ

機能部制縦割り組織では､ 政策や施策といっ

た横割の発想で事務事業の ｢���｣ を考えるこ

とは容易なことではない (自治体の職員研修の

場で､ 自ら関与している事務事業を政策や施策

に関連付けることのできない自治体職員が非常

に多いことに､ 筆者はしばしば愕然とする)｡

この組織形態では､ 事務事業を政策や施策とい

う目的を実現する手段としてイメージすること

が非常に困難である｡ この弊害を克服するため

に､ 機能部制の縦割り組織を事業部制の横割り

組織に改めなければならない
６)
｡ 政策や施策を

単位とする事業部制組織 (政策単位に部､ 施策

単位に設置するといったイメージ) では､ 事務

事業を政策や施策を実現する手段と位置づける

ことで､ 事務事業の見直し等における職員のア

レルギーが鎮静化されると期待される｡ すなわ

ち､ 事業部制組織では､ 政策や施策の目的を実

現するために､ 一つの手段 (基本事業や事務事

業) に固執することがどれほど非効率なものか

を､ 職員自身が強烈に認識することができる｡

� 縦割り組織からネットワーク型組織へ

機能部制組織では､ 同じ政策や施策の実現に

寄与する事務事業が､ 縦割り組織の壁に阻まれ

て､ 効果的な連携を図ることができない｡ しか

し､ 政策や施策の成果を実現するためには､ そ

の手段として位置づけられる複数の事務事業が

連携してシナジー効果 (相乗効果) が発揮され

なければならない｡ ところが､ 組織が壁となっ

てその連携が困難となる場合には､ シナジー効

果の発現を期待できない｡ これでは人や金､ 情

報といった限りある資源を有効に活用すること

はできない｡ 縦割り組織を解体して横割り組織

(さらには､ ネットワーク型組織) とし､ 事務

事業間の横連携と職員相互のコミュニケーショ

ンを図ることが重要である｡

� ピラミッド型組織からフラット型組織へ

機能部制の縦割り組織の一般的な特徴として､

決済段階等の多層化､ あるいは､ 命令系統の多

層化がある｡ これには責任の所在の不明確さ､

鈍足な意思決定､ 現場を熟知している担当職員

の声が部門責任者に届かない (また､ 部長等の

管理職の考えが､ 先端の職員に伝わりにくい)

といった弊害がつきまとう｡ 言うまでもなく､

コミュニケーションは､ 組織活性化の原動力で

ある｡ 組織はできる限りフラットな状態にして､

責任所在の明確化､ 意思決定の迅速化､ コミュ

ニケーションの円滑化を図らなければならな

い｡

地方自治体で組織を改正する際に忘れてはな

らないキーワードは､ ｢権限と責任の明確化｣

である｡ ��� (ニュー・パブリック・マネジ

メント) に基づく組織改正では､ この原理が具

体的に実現される方策をイメージしなければな

らない｡ すなわち､ 責任と権限は､ 政策や施策

の実現､ あるいは､ それらを達成するために具

体的に執行される事務事業を切り口にして設定

され､ 住民に対する説明責任が求められている

という点を､ 看過してはならないのである｡

換言すると､ 自治体の組織改正にあたっては､

政策・施策・基本事業・事務事業の目的を実現

するために組織を編成し､ それらの組織に目的
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達成のための最大の権限を付与し責任の明確化

を図らなければならない｡ また､ 住民に対する

説明責任も､ 必然的にこれらの政策・施策・基

本事業・事務事業を単位として､ 権限と責任の

均衡を前提に行われることになる｡ こうした発

想の組織再編は､ 予算や定数の政策枠への配分

とも符合する考え方である｡ しかし昨今､ こう

した発想とまったく反対のアプローチを採用し､

予算の細部まで査定することで､ リーダーシッ

プの強い首長と賞賛されている方がいる｡ しか

し､ 筆者はこうしたアプローチでは､ 自治体改

革はできないと考えている｡ 庁内の職員の実力

を思いっきり発揮できるような制度的障害の除

去に努めることこそが､ いまの時代に求められ

ている自治体の姿なのである｡

県民の声を反映して作成された三重県の総合

計画 『みえのくにづくり宣言』 とその実施計画

は､ 政策の柱 (５本) ・政策 (��本) ・施策

(��本) という体系をもち､ 三重県のくにづく

りの方向性と具体的な構成事業が整理されてい

る｡ このことは､ 総合計画を介して県民と具体

的なコミュニケーションを推し進める場合､ 三

重県庁職員は政策や施策の切り口､ すなわち､

政策の体系で県民に対する情報公開や説明責任

を果たさなければならないことを意味している｡

この点はまた､ 同県の事務事業目的評価票にお

いて､ 事務事業や基本事業の上位施策や政策が､

関連政策や施策とともに評価票上できちんと整

理することが求められていることとも符合する｡

こうした県民とのコミュニケーションは政策

体系が切り口という考え方は､ すべての自治体

の組織改正に際しても､ 十分に反映されなけれ

ばならない｡ 都道府県であれば､ 自治法の定め

によって設置が求められている既存の ｢部｣ に

加えて､ 政策や施策を切り口にした ｢部｣ を設

置 (イメージ) することが重要な課題になる｡

たとえば､ 三重県で設定されている��の政策そ

れぞれについて､ ｢人権担当部長｣ ｢教育・市民

活動担当部長｣ ｢文化・スポーツ担当部長｣ な

ど､ 政策を統括する部長 (もちろんその政策推

進に適した権限と責任を付与された) が誕生し､

これらの政策担当部長が県民とのコミュニケー

ションや説明責任の遂行に責任をもつ｡ こうし

たイメージの組織改正が実現されなければなら

ないのである｡

これを民間企業流に説明すれば､ 政策を統括

する三重県の部長は事業部長である｡ また､ 次

長は事業部付の担当部長として政策実現の手段

である施策を中心に､ 事業部長 (である部長)

をサポートするライン職として機能することに

なる｡ 課長は施策の手段と位置づけられる基本

事業の遂行に全責任を持つマネジャーであり､

マネジャーのもとには､ 事務事業の遂行にすべ

ての責任を持つグループ・リーダー (あるいは

係長) が設置されることになる｡ もちろん政策

を統括する部長は､ 株式会社三重県の取締役と

して､ 県の政策全般についても連帯責任を持つ

ことが望ましい｡ この場合､ 三役は代表取締役

社長・専務・常務として､ 県政全般を代表し県

民と接するというイメージになる｡

ヒト・モノ・カネ・情報といった行政資源を

有効に活用するためには､ 組織間のネットワー

クが重要な要素になる｡ ｢窓口が混みあってい

るのに､ 担当でない職員は平気な顔で (休憩の)

コーヒーを飲んでいた｣｡ このような指摘で表

象されるお役所仕事では､ 役所の行政資源は有

効に活用されていない｡ ここには､ 職員相互の

気配り・目配りが存在していないし､ 配慮の欠

如は､ 組織編制で職員相互の連携が図られるよ

うな組織形態を採用していないことにも大きな
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原因がある｡

縦割り組織では､ 組織間のネットワークを迅

速・円滑に図ることができない｡ もちろん､ そ

れぞれの組織のトップを介して､ 各担当がコミュ

ニケーションを図ることは理屈の上では可能で

あるが､ それでは迅速性と円滑性に大きくもと

ることになる｡ ファヨールの指摘する架け橋を

かけることも解決策の一つであるが､ 最も重要

なことは､ たとえ個別の事務事業の担当者同士

であっても､ 直接にコミュニケーションを図る

ことができるような組織体制を築くという点に

ある｡

このためには､ 事務事業を展開する各組織が

立体構造でいるよりも､ コミュニケーションが

容易な平面構造にあることが望ましい｡ また､

平面構造で位置するそれぞれ組織には､ 主担す

る事務事業について積極的な権限委譲を認める

べきである｡ こうすることで､ 政策や施策の実

現で協働可能な組織 (事務事業) 間の連携が進

み､ 当該組織間の意思決定のみで具体的な改善

と改革のための方策が実現されると期待できる｡

これを支える手法として､ 行政評価により整理

された情報の��化､ ナレッジ・マネジメント

が､ 今後､ 大きな注目を浴びるものと推察され

る｡

組織をよりいっそう活性化するためには､ ２

で考察した組織のネットワーク化に加えて､ 同

じ組織に属する職員相互のコミュニケーション

が重要な要素になる｡ このコミュニケーション

を阻害するのが､ 多重に階層化された組織構造

である｡ たとえば､ 大規模な県庁組織になると､

部長・局長・次長・課長・調整監・主幹などい

くつもの階層が存在する｡ これが､ コミュニケー

ションだけではなく､ 意思決定の遅れや責任の

所在を不明確にする原因にしばしばなっている｡

また､ 県民と直接対峙して行政サービスを提供

している先端の職員にも､ ｢事務事業の目的や

成果､ コストを勘案して､ 改善改革案を積極的

に上司に提案する｣ よりも､ ｢上司の言ったこ

とをやっておけばよい｣ という組織風土が定着

してしまうことになる｡

組織の階層化が進めば進むほど､ 部下が上司

に向かって何もいえない､ あるいは､ 部下が上

司に何も言おうとしない雰囲気が強くなる｡ 上

意下達で､ 担当者は上司の命令を実行すること

だけが求められる組織であればそれでも良いか

もしれない｡ しかし､ 住民と直接に接する現場

職員の声が反映されないような仕組みを構築し

てしまっては､ 顧客志向の行政を展開すること

は不可能である｡ 上司からの命令と職務専念義

務だけがすべての組織では､ 本当の意味での顧

客志向など､ 実現できるはずがないのである｡

改革には現場の声が不可欠である｡ それゆえ

に､ ｢現場の声を取り入れない改革｣､ ｢現場が

発言しようとしない改革｣ が展開されてはなら

ない｡ おかしいことはおかしいと､ 組織の全体

にコミュニケーションすることがきる組織でな

ければ､ 上司の無責任と担当者のあきらめが､

顧客である住民不在の行政を導いてしまうので

ある｡ 組織内のコミュニケーションを活性化す

るためには､ 組織はフラットな状態が望ましい

のである｡

Ⅱの組織改正で整理した基本原理を実現する

ことで､ 行政は政策体系を前提としたフラット

＆ネットワーク型の組織となる｡ ここで新たな

問題となるのが､ 現行の縦割り組織を前提にし

た予算編成システムである｡ 行政にマネジメン

トの発想を導入し､ 事務事業・基本事業・施策

などの評価に基づいて､ 新たな改善・改革を計

画・実行しようとする場合､ 解決しなければな

らないのは､ これらの改善を反映した予算編成

システムの実現である｡ ここでは､ 行政経営を

推進する組織編制に伴い､ 改革が必要になる予

自治体の経営革新と会計
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算編成システムの考え方について考察する｡

� 予算編成方式の現状

現在多くの自治体が行っている予算編成の基

本アプローチは､ 歳入見込み額に合わせて総量

規制 (シーリング) を行い､ そのもとで予算要

求された事業費をさらに ｢査定｣ という作業で

カットしていく方式である (もとより､ 歳出の

調整作業から始まる予算編成を行っているよう

では､ 話にならない)｡ 個別事業を積み上げて

予算編成を進めるという方法は､ 現課の職員を

｢性悪説｣ 的に見る考え方であり､ 官房部局か

ら (県民にサービスを提供する) 現場部局への

権限委譲という方針とも､ 真っ向から対立する

ものである｡ また､ 積み上げ方式の予算編成で

は､ 事業ごとに予算化された内容を､ 自治体内

部で横断的に総合的に勘案する視角に欠けるこ

とになる｡ すなわち､ 各自治体で予算の査定

(本来は調整) を行う ｢主査｣ は通常､ 部局ご

とに予算の査定を行っており､ たとえば､ 各部

局を担当する主査のコミュニケーションが十分

に行われていなければ､ 同じ政策や施策に属す

る事務事業同士でシナジー効果が発現すること

は､ あまり期待できないのである｡

� 積み上げ方式から配分方式へ

これに対して予算配分を政策や施策ごとに配

分方式で行う方法がある｡ これは､ 翌年度の歳

入見込額 (財源) を､ 政策や施策ごとに総額で

配分し､ 政策や施策担当の責任者のもとで､ 個

別の事務事業への予算配分額を決定しようとす

る方法である (決して､ 組織目的が不明確な組

織ごとに予算を配分してはならない｡ 多くの自

治体で､ 部課別の予算配分が志向されているが､

これは好ましいことではない｡ 枠の捉え方が間

違っているのである)｡

配分方式による政策や施策ごとの予算額の決

定は､ 政策・施策別の過年度における予算執行

額と政策評価や施策評価のデータを用いて行う

ことになる｡ このとき､ 行政経営資源という観

点で予算を整理すると､ それは人､ あるいは､

ものと､ 場合によっては代替可能になる｡ した

がって､ 予算の政策や施策別の枠配分は､ 本質

的には､ 行政管理課などが主 担の組織編制や

組織定数､ 管財部門が管理している公有財産等

などとともに､ 総合的に斟酌して調整し､ 政策

や施策枠に配分すべきものである｡ 筆者はこう

した見地から､ 財政課 (予算)､ 行政管理課

(組織と定数)､ 管財課 (もの) の各課を一同に

権限集中した行政経営部を設置することが､ 資

源配分のシナジー効果を期待するという側面か

らは望ましいと考えている｡ 筆者はこれまでの

イギリスの地方自治体視察において､ しばしば､

｢����������	
�����｣ というセクションで

ヒアリングをしたこともある｡ 人・もの・金と

いった行政経営資源は､ 一元管理してこそ､ 全

体最適を実現することができるのである｡

ところで､ こうした枠配分予算額の調整にお

いてはまた､ 現場の部局からのゼロベースに基

づく予算要求も重要な要素になる｡ 各部局から

の予算要求にはシーリングを課する必要はない｡

現課は必要と判断する事業の予算要求を何の制

約もなく行うことが重要である｡ そして､ たと

えば県庁の財政課 (予算調整課) であれば､ 公

的関与・県関与の考え方と､ トップの予算編成

の基本方針に照らして､ 予算要求された事業に

不適切なもの､ 不必要なものがないかをチェッ

クする｡ このチェックを通過した項目には､ 枠

配分された予算額に基づいて予算が認められる

ことになる｡

� 政策別予算編成会議の設置

政策と組織の一致を厳密に果たすことができ

ない場合には､ 政策別予算編成会議を設置しな

ければならない｡ つまり､ 政策や施策ごとに配

分された予算額を､ 政策や施策を効果的に実現

するために簡素効率に活用するためには､ 政策

や施策ごとの予算会議 (以下､ 政策別予算編成

産研論集 (関西学院大学) ��号 ����.�
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会議という) が､ 政策・施策の主担幹部を集め

て設置されなければならないのである｡

三重県の例で言えば､ 政策別予算編成会議に

は､ 政策担当部長と各部局の総括マネジャーが

出席することになる｡ たとえば､ 人権問題につ

いては､ 農林水産商工部長が人権担当部長を兼

務するとともに､ ��ある部局の総括マネジャー

(人権担当) が､ ｢人権｣ という政策に関わる政

策予算編成会議を構成することになる (政策担

当部長の決定については次の２を参照)｡ この

会議では､ 人権という政策に配分された予算額

を､ 個別の事務事業に配分するための協議が展

開されることになる｡ もちろんここで活用され

る基礎資料が､ 事務事業目的評価票である｡ 積

み上げ方式では ｢予算ぶん取り志向｣ ｢粉飾決

算志向｣ と揶揄されていた評価票が､ 配分方式

では､ 人権問題に携わる関係者の厳しい相互評

価にさらされることになり､ 評価票の内容はこ

の二次評価のプロセスを経て､ さらに精緻化が

進められることになると予想される｡

こうして実現される政策ごとの予算額をあら

かじめ決定する配分方式は､ 積み上げ方式の

｢性悪説｣ に対して ｢性善説｣ に基づく予算編

成方式と整理することができる｡ 配分方式では､

公共関与の考え方､ トップの予算編成方針に照

らしてカットされなかったすべての事業につい

て､ 予算編成における実質的な調整権限を､ 財

政課 (予算調整課) からそれぞれの現課に委譲

することが可能になる｡ 財政課 (予算調整課)

は､ 政策ごとの予算調整の権限を､ その政策の

最も近くにいる部局の責任者に権限委譲するこ

とで､ 現課の本質を ｢性善説｣ で対応すること

になる｡

事業部制組織を採用して横割りの組織を構築

した場合､ 政策担当部長はどのようにして決定

すべきであろうか｡ すなわち､ 事業部制を導入

することで､ 三重県では２局６部長が自治法の

制約を受ける縦割り組織の長を務めると同時に､

��の政策ごとに政策担当部長を決定する必要が

ある｡ その際に有用な一つの資料がマトリック

ス予算である｡ 例えば､ 各政策について最も大

きな歳出予算を抱えている部局長を政策担当の

部長として決定してはどうだろうか｡ この場合

には､ 農林水産商工部長兼人権担当部長が誕生

することになる (図表１ ｢三重県平成��年度マ

トリックス予算｣ を参照されたい)｡

こうして決定される政策担当部長は､ 各部局

で当該政策や施策を担当する総括マネジャー

(従来の次長級職員) を召集して政策別の予算

編成会議を開催する｡ 総括マネジャーには､ 当

該政策や施策を実現する手段である基本事業を

主担するマネジャーが同伴する場合もあろう｡

こうして構成される政策別予算編成会議で､ 政

策ごとに配分された予算額が､ 施策や基本事業､

事務事業別の予算配分額として配分されること

になる｡ もちろん､ 事務事業目的評価表は､ こ

の会議で最も重要な資料として､ 現場の部局間

の予算調整作業に活用されることになる｡

地方自治体の組織は､ 道路を建設する､ 産業

を振興する､ 福祉を増進する､ 教育を推し進め

る､ 衛生を確保するといった個別の職能 (これ

を機能という) を切り口に､ 機能部制組織とし

て編成されている｡ この機能部制組織を効率的

に運営するために､ 役所の組織は縦割りでピラ

ミッド型､ 非ネットワーク型の形態をとること

になる｡

ところが､ こうした組織形態では､ 行政資源

を有効に活用し､ 住民の満足度を向上するため

のパレート最適
７)
の状態を実現することは不可

能である｡ 地方自治体の組織は､ 政策や施策､

あるいは､ これらの実現手段としての基本事業

や事務事業を切り口として､ 再編成されなけれ

ばならない｡ すなわち､ 事業部制組織を導入し､

自治体職員が政策や施策の実現を自己の組織の

目標と認識できるようにしなければならないの

である｡ また､ 事業部制を前提に､ 各組織のネッ

トワーク化とフラット化を推し進め､ 組織で働

自治体の経営革新と会計
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く職員相互のコミュニケーションが円滑に進む

ような手立てを講じる必要がある｡ それは地方

自治体の改革において､ 政策実現の志と密なコ

ミュニケーションが､ 自治体を改革する大きな

原動力になるからである｡ 自治体組織において､

いかなる考え型をもって部長職を設置するか｡

製作担当部長職の設置という課題に､ 多くの自

治体は直面しているのである｡

政策と組織を一致させ､ 政策担当の部長を設

置したとしよう｡ そこでは､ 次なる課題として､

部という組織の目標を､ どのように課や係の目

標に落とし込むのか｡ さらには､ 組織の目標を

いかにして､ 組織を構成する一人ひとりの職員

の目標に転化するかが､ 認知されるのである｡

昨今､ いくつかの地方自治体では､ 職員の目

標管理制度の導入が試みられている｡ 多くの場

合､ 目標管理の対象として課長級の職員が意識

されている｡ コンサルタントが課長の目標管理

制度の導入に際して､ 何度も何度も ｢課長｣ を

対象にして､ 研修を繰り返している事例に直面

することも､ 一度や二度ではない｡ しかし､ よ

くよく考えてみた場合､ 課長の目標を設定する

のはその上司の部長でなければならない｡ 課長

に目標管理制度を導入するのであれば､ 研修を

第一に受講しなければならないのは､ 課長では

なく部長である｡ こうした状況を斟酌すると､

わが国自治体における目標管理制度の導入は､

容易なことではないと推察されよう｡

ここではまた､ ｢課長の目標とはいったい何

か｣ を整理することが重要である｡ 課長の目標

管理制度を導入する以上､ まずは課長の目標を

設定することが最初の課題である｡ したがって､

｢課長の目標とはいったい何か｣ という質問は､

目標管理制度を導入する場合に､ 最初に解決し

ておかなければならない問題である｡ このこと

はたとえば､ ある企業の営業部に属する販売課

長のケースをイメージすれば､ 容易に解決でき

るのではなかろうか｡ 販売課には通常､ 売上高

や営業利益などのノルマが課されているはずで

ある｡ その組織の最高責任者である販売課長の

目標は､ まずもって､ このノルマを課員と共有

して達成することである｡ したがって､ 課長の

目標とは端的に､ かの目標を達成することに他

ならない｡

もちろん､ 課長の目標は課という組織の組織

目標を実現することだけではない｡ しかし､ 短

期 (人事異動を想定するのであれば､ 通常は１

年) の課長の目標は､ その１年間のかの目標を

実現することであると､ 誰もが考えるのではな

かろうか｡ こうして整理を行った場合､ ｢自治

体組織の中核である課には､ どのような目標が

設定されているのか｣ ということが､ 大きな問

題となる｡

結論から先に整理すると､ 日本全国のほとん

どの自治体では､ 課の目標というものが整理さ

れていない｡ 役所の目標は､ 端的に整理すると､

総合計画や実施計画に掲げられた政策や施策を

住民との協働で実現することである｡ 部は政策

を実現する部隊であり､ 課は施策を実現する部

隊｡ さらには､ 係は政策を構成する基本事務事

業を実現する部隊という､ 政策体系を意識した

組織のあり方が不可欠である｡ ところが､ わが

国の現状は､ 特定の政策を特定の部と密接に関

連付ける作業 (｢政策と組織の一致｣) すら､ 十

分に行われていない｡ 政策を実現する手段であ

る施策を達成するためには､ 部の目標を課の目

標に､ ブレークダウンする手続きが必要である｡

最近､ 組織全体の目標を､ 組織を構成するそ

れぞれの階層の組織にブレークダウンする手法

として､ バランス・スコアカードが注目されて

いる｡ バランス・スコアカードは､ カプランと

ノートンが､ 開発した新しい経営指標に基づく

企業変革の手法である
８)
｡ それまで､ 企業経営

の成果を推し量る指標として､ 経常利益率や総

資本利益率などの財務指標が中心にすえられて

いた状況を反省し､ 財務的視点に加えて､ 顧客

の視点､ 社内ビジネス・プロセスの視点､ 学習
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と成長の視点でバランスのとれた経営を目指す

べきであるという発想で考案されたのがバラン

ス・スコアカードである｡ バランス・スコアカー

ドは､ 組織全体のレベル､ 組織を構成する内部

の各階層の組織のレベル､ さらには､ 個人のレ

ベルで設定することが可能である｡ 今日の企業

経営においては､ バランス・スコアカードの手

法を導入して､ 組織や個人の目標管理を企図し

ている企業や組織がかなりの勢いで増加してい

る｡

自治体の経営革新をさらに推進するためには､

このバランス・スコアカードの導入を試みるこ

とが重要である｡ すでにわが国でも札幌市や福

岡市でバランス・スコアカードに関する調査研

究が始まっている｡ ここ数年では､ 行政評価と

バランス・スコアカードの関係､ 日本経営品質

賞とバランス・スコアカードの関係を整理する

自治体も出てきた｡ こうした動向を踏まえて､

バランス・スコアカードという管理会計の研究

対象が､ 今後､ 自治体経営の組織や戦略をどの

ように変革するかを見極めることが重要である｡

バランス・スコアカードは､ 民間企業の経営手

法のなかで､ 自治体の経営革新にとりわけ大き

な影響を与える手法であると､ 多くの研究者､

実務家が認識しているのである｡

【注】

１) 福岡市における行政経営改革の指針は､ 『福岡市

経営管理委員会報告書－�������計画－』 に

集約されている｡ 経営管理委員会は山崎広太郎

市長の私的諮問機関として位置付けられている｡

山崎市長は､ ����年４月��日付で諮問されたこ

の報告書の内容を､ ２年後の����年４月��日ま

でに実現することについて､ 庁内全部署に市長

決済を出し取り組まれた｡ 山崎市長の改選時期

は����年の秋であった (再選)｡ 市長は完全に政

治責任を負い改革に取り組まれたのである｡

����年８月にスタートした経営管理委員会の会

議には７名の委員だけではなく､ 市長､ ３名の

助役､ 収入役､ 総務企画局長､ 財政局長､ 博多

区長他が毎回出席されている｡ 特に､ ����年４

月までの委員会を市長と筆頭助役が欠席された

ことは一度もなかった｡

この 『�������計画』 の �と �と �は､

｢できる｣ ｢納得｣ ｢遊び心｣ をそれぞれ表象して

いる｡ 福岡市の改革は､ 市職員がこの���と

いう改革の遺伝子を身につけることが最大の目

標とされている｡ 全国の自治体の行政改革で新

しい行政システムの構築が追求されている一方

で､ 福岡市の改革は住民と直接に接する先端行

政として､ 市職員の意識改革を徹底的に図ると

いう特徴を持っている｡ ���運動は､ 職員の

意識改革のための運動論として､ 全国の市区町

村から特に注目されている｡ ���	年��月には名

古屋市が､ ���
年２月には尼崎市市がそれぞれ､

｢名古屋カップ���	｣ ｢���るぞカップ｣ を開催

した｡

２) この当時において､ 試行導入の結果を､ 市長自

らが行政評価推進の部署 (豊橋市の場合､ 行政

評価は総務部行政評価推進室で所管されている｡

職員は行政課長兼務の室長を含め５名｡ 室長以

外の４名は行政評価のための専任職員である)

からヒアリングする事例は極めて稀と言えよう｡

豊橋市のケースは､ 事務事業評価の結果を参考

に､ 同市長が予算のサマーレビューを進めてい

ると理解することが可能である｡

３) 石原俊彦稿 ｢連載：名古屋市の経営改革と行政

評価①②③④⑤｣ 『地方行政』 ���	年��月��・�	・

��・��・��日｡

４) 名古屋市では平成�	年度の行政評価システム導

入のための実務者研修を､ 係長や担当者ではな

く､ 課長級職員を対象に実施した (基本的な考

え方に関する部分の研修講師は筆者)｡ 同市では

事務事業評価票の作成を､ その事務事業をマネ

ジメントする立場にある課長に求めたのである｡

なぜ名古屋市では､ 課長が評価票と直接に取り

組むことになったのか｡ その答えは､ 評価シス

テムの導入において､ 市では ｢ミドルアップ｣

と ｢ミドルダウン｣ という考え方をベースに､

評価システムの構築を企図した点にある｡ 名古

屋市のような規模の大きな組織では､ ｢トップダ

ウン｣ も ｢ボトムアップ｣ も機能しにくいとい

う発想に立ち､ トップ (三役と局長級職員) と

ボトムの中間に位置する課長級職員に､ トップ

とボトムを融合するインタープリターの役割を

期待したのである｡ 名古屋市では､ 課長級職員

に､ 事業を推進するマネジャーとしてのマネジ

メント能力が強く求められたのである｡

名古屋市では､ 平成�	年度､ 現事による務事

業の第一次評価と総務局による第二次評価の内

容をそのまま�に掲載し､ 現課の評価と総務

局の評価の何れをより適切なものと認識するか
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を､ 市民に選択していただこうという構想で結

果を公表した｡ これなどは､ 三重県が平成９年

度の行政システム改革で､ 公共関与の考え方を

機軸に､ 総務部案の���事業中���事業を廃止と

意思決定した事例 (県会の行政改革特別委員会

におけるオン・ザ・テーブルの議論) と同じよ

うな発想を抱いている｡ 名古屋市の外部行政評

価が､ 平成��年度と��年度に実施され､ 全国の

自治体から大きな注目を浴びていることは周知

のとおりである｡

５) 自治体における機能部制組織とは､ 人権､ 福祉､

産業､ 教育､ 消防など提供するサービス内容に

基づいて区分された組織構造をいう｡ また､ 縦

割りは､ 国､ 都道府県､ 市町村間の意思疎通を

円滑に進めるために､ ｢厚生労働省 (国) －健康

福祉部 (都道府県) －健康福祉部 (市町村)｣ と

いうイメージで構築される組織の特性をさす｡

６) 機能部制組織と事業部制組織を比較すると図表

２のようになる｡ 企業によっては機能部制と事

業部制を併用した ｢マトリックス組織｣ の形態

をとる企業もある｡ 機能別の組織形態が一般的

な自治体で､ 顧客である住民の存在を強くイメー

ジする事業部制を導入しようとする場合には､

このマトリックス組織の発想も有用である｡ た

だ､ マトリックス組織では､ マトリックスの交

点に位置する組織の責任者 (行政であれば基本

的な事務事業や施策を主担する課長クラス) が､

縦軸と横軸の命令系統に緩急をつけて対応でき

なければならない｡ それゆえにマトリックス組

織では､ マネジャーとして十分な力量を持ち合

わせた職員が多数存在することが前提となる｡

もちろん､ 横軸の政策を主担する部長クラスの

職員の設置も､ マトリックス組織導入の前提と

なる｡

７) パレート最適とは､ ある住民の満足度を減少し

なければ､ 他の住民の満足度が向上しないとい

う､ 行政資源配分の究極的な理想状態をいう

(地方自治体の場合)｡ 地方自治体の政策評価は､

政策や施策に配分する行政資源が､ このパレー

ト最適の状態に少しでも近づくための､ 改善と

改革を目的としている｡ その意味で､ 霞ヶ関の

縦割り官庁が展開している政策評価と地方自治

体の政策評価は､ その本質を互いに異にするこ

とが認識されなければならない｡
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吉川武男訳 『バランス・スコアカード－新しい

経営指標による企業変革－』 生産性出版､ �  �

年｡
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図表２ 機能部制組織と事業部制組織の対比

機能部制組織 事業部制組織

縦割り 組織重視 Ａ事業部経理担当

横割り
経理本部

Ａ事業部担当
顧客重視

�


